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直轄事業の調査・設計業務における主な品質確保対策

※ H21年度は約2 590件実施 （H21上半期まで H20比6 8倍）
直
轄

・総合評価落札方式の導入・拡大 （H20.5～）

※ H21年度は約2,590件実施 （H21上半期まで、H20比6.8倍）
轄
事
業

主 ・適正な業務実施体制の確認・強化
の
調
査

主
な
品
質

適正な業務実施体制の確認 強化
（低入札による品質低下防止対策）

 低入札価格調査の実施 （H19.10～）、書類提出の強化 （H20.12～）
 第三者による成果品照査の義務付け （H20.12～）
 外業における現地履行確認体制の強化 （H20.12～）
 管理技術者の手持ち業務量の制限 （H21.10～）[手持ち業務量を４億円かつ１０件以下 → ２億円かつ５件以下]

 低入札価格調査基準価格の見直し 調査の強化及び技術評価の厳格化 （今回検討課題）

査
・
設
計
業

質
確
保  低入札価格調査基準価格の見直し、調査の強化及び技術評価の厳格化 （今回検討課題）

業
務
に
お

対
策

・発注者側の成果品チェック体制の強化

 第三者による成果品の照査 （H11.4～）

お
け
る

発注者側の成果品チェック体制の強化

・ 適正な競争環境の確保
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低入札防止対策の概要（案）

低入札による受注

受託者の実施体制 技術者に過度な負担を強いる？ 赤字受注が他の業務現地調査に関する 受託者の実施体制、
品質管理体制が不備？

技術者に過度な負担を強いる？
（適正な報酬の未払い、サービス

残業等）

赤字受注が他の業務
の執行に悪影響？

現地調査に関する
安全対策が不備？

低入札価格調査の実施
（H19.10～）

調査書類の見直し

測量・地質調査業務などの
外業の現地履行確認体制の

強化等

入札価格の内訳書の明細書及び技
術経費等の内訳書の提出

（H20.12～）

総合評価方式における技術評価の厳格化
・低入札価格調査結果を踏まえて、技術提案の

履行が確保されない場合は厳格に評価点に反映

第三者照査の義務づけ
（H20.12～）

強化等
（H20.12～）

実施状況を評価に
厳格に反映

管理技術者等の強化（H21.10～）
・手持ち業務量の制限強化
・担当技術者の強化
・TECRISにおける低入札業務の明示

実施状況を評価に
厳格に反映 今回検討課題
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新しい品質確保対策(案)

低入札業務の課題

 落札率の低い業務ほど、業務成績は低い。

 特に低入札業務では 業務成績が高得点の割合が低い

低入札業務の課題

低入札業務は品質低下を招く  特に低入札業務では、業務成績が高得点の割合が低い。
⇒ 低入札業務では、技術提案した内容について履行

されていない恐れがある。

低入札業務は品質低下を招く

低入札業務は赤字受注を招く  低入札業務でも、非低入札業務と比較して利益率に
大きな変化はない。

（１） 低入札価格調査基準価格を見直す

新しい品質確保対策（案）

（１） 低入札価格調査基準価格を見直す
（２） 低入札価格調査基準価格を下回った者に対して、低入札価格調査を強化するとともに、技術評価点の

中で「技術提案の確実な履行の確保」を評価し、厳格に反映。
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落札率帯別評定点比率分析

業種別業種別 評定点の状況（平成２０年度全業務）評定点の状況（平成２０年度全業務） 「当該業務全体の平均点」以上の業務数割合
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【総合評価 （土木）】 落札率－比率（評定点） 対象件数 172件
【価格競争 （土木）】 落札率-比率（評定点）

対象件数 446件【参考】
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調査基準価格の見直しについて

現在の調査基準価格は 平成17年度に実施した調査により得られた業務 ス

内 容

現在の調査基準価格は、平成17年度に実施した調査により得られた業務コス
ト構造を踏まえて、平成19年度に策定したもの。
近年、プロポーザル・総合評価落札方式の本格導入などに起因すると考えられ

る業務コストデータの変化が生じているため、最新のデータ（平成20年度データ）
により、調査基準価格の算定方式を見直し

①業務受注者のコスト構造の現状に合致した、適切な調査基準価格の設定
②低入札価格調査対象範囲の拡大により 設計業務や調査業務等の業務成果

効 果

②低入札価格調査対象範囲の拡大により、設計業務や調査業務等の業務成果
の品質を確保

低入札価格調査基準価格：

調査基準価格とは、予算決算及び会計令第８５条において、「当該契約の内容に
適合 た履行がされな ととなるおそれがあると認められる場合 基準 と適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準」として、こ
の価格を下回った場合には調査を行うこととしている価格のこと
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プロポーザル方式・総合評価落札方式の比率の推移（件数ベース）

80.0%

【業務】プロポーザル・総合評価方式が占める割合の推移【業務】プロポーザル・総合評価落札方式の全業務数に占める割合の推移
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プロポーザル及び総合評価落札方式が増加していることから、技術提案書の作成等に伴う
経費などにより、業務を受注する企業におけるコスト構造の変化が想定される。 6



【土木関係建設コンサルタント】調査基準価格の見直し

見直しのポイント見直しのポイント
①最新のデータによる比率の再計算 ②諸経費及び技術経費について義務的経費の費目見直し
・平成17年度データから平成20年度データに入れ替え ・業務管理費について福利厚生費などを義務的経費から外した

・技術経費について法定福利費を計上する経費とした

【表－３】現在の調査基準価格の設定において計上されている項目（Ｈ１７データ）

計上する
調査基

積算項目 費用項目の内容 諸経費に占める割合
調査基準

【表－１】現在の調査基準価格の設定において計上されている項目とその割合（Ｈ１７データ）

諸経費 技術経費

経 費 項目内容 構成比
計上する
構成比

準価格
の割合

人件費
固定給、通勤費など 約43% 約43%

法定福利費、退職金、雑給 約12%

調査設計等、電算、測量など 約5% 約5%

積算項目 費用項目の内容 諸経費に占める割合
調査基準

価格の割合

諸
経

うち業務
管理費

当該業務担当部署の事務職員の人件費、当該部署
の経費（水道光熱費など）

約40%

50%うち一般

○業務を遂行する上で不可避と考えられる当該業務
担当部署以外の本支店経費（地代家賃、 法定福利費、
旅費交通費 水道光熱費など）

約30%

50%
委託費

調査設計等、電算、測量など 約5% 約5%

その他委託費 約1%

研究開発等を
行う経費

技術向上調査・研究、ソフト開発等に必
要な経費、文献・図書費など

約7% 約7%

その他の経費 国内外研修費、学会等会費など 約32%

経
費

50%うち一般
管理費
等

旅費交通費、水道光熱費など） 約60%
×その他の本支店経費（役員報酬、寄付金、広告宣
伝費）及び継続的に企業を運営するために要する付
加利益（支払利息、法人税等、株主配 当金など）

約70%

【表－４】見直し案（Ｈ２０データ）

積算項目 費用項目の内容 諸経費に占める割合
調査基準

価格の割合

うち業務
○当該業務担当部署の事務職員の人件費、当該部
署の経費（水道光熱費など） 約50%

約90%

【表－２】Ｈ２０データによる再計算結果
最新のデータに入れ替え

経 費 項目内容 構成比
計上する
構成比

調査基
準価格
の割合

固定給 通勤費 法定福利費など 約52% 約52%

諸
経
費

うち業務
管理費

署の経費（水道光熱費など） 約50%

60%

×当該業務担当部署の福利厚生費など 約10%

うち一般
管理費
等

○業務を遂行する上で不可避と考えられる当該業務
担当部署以外の本支店経費（地代家賃、 法定福利
費、旅費交通費、水道光熱費など） 約50%

約30%

×その他の本支店経費（役員報酬 寄付金 広告宣

人件費
固定給、通勤費、法定福利費など 約52% 約52%

60%

退職金、雑給 約5%

委託費
調査設計等、電算、測量など 約1% 約1%

その他委託費 約1%

研究開発等を 技術向上調査・研究 ソフト開発等に必等 ×その他の本支店経費（役員報酬、寄付金、広告宣
伝費）及び継続的に企業を運営するために要する付
加利益（支払利息、法人税等、株主配 当金など）

約70%

※調査基準価格の割合は、諸経費・技術経費それぞれの全体に対する黄色セルの項目の割合として算出

研究開発等を
行う経費

技術向上調査・研究、ソフト開発等に必
要な経費、文献・図書費など

約9% 約9%

その他の経費 国内外研修費、学会等会費など 約32%
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【測量】【地質調査】調査基準価格の見直し

見直しのポイント見直しのポイント
【測量】
・諸経費について最新のデータによる比率の再計算及び諸経費について義務的経費の費目見直し

【地質】【地質】
・諸経費について最新のデータによる比率の再計算及び諸経費について義務的経費の費目見直し

・「間接調査費」は、工事の共通仮設費の内容とほぼ同じ項目であるため、その値と同じ90%に設定（工事の共

通仮設費は、H20に100%→90%に変更）

・解析等調査業務はその積算が土木関係建設コンサルタント業務の基準に準拠することとされているため 土木・解析等調査業務はその積算が土木関係建設コンサルタント業務の基準に準拠することとされているため、土木

関係建設コンサルタント業務の調査基準価格の平均値である75％に設定

測量 地質調査

【表－１】現在の調査基準価格の設定において計上されている項目とその割合（Ｈ１７データ）

積算項目
諸経費に

占める割合
調査基準

価格の割合

うち間接測量費 約10％

積算項目 費用項目の内容
調査基準

価格の割合
（旧）

間接調査費
運搬費、仮設費、安全費、借地料、旅費交通 100%

【表－３】工事・他業種等の設定に合わせた調査基準価格の設定

調査基準
価格の割合

（新）

90%

【表 ２】Ｈ２０デ タによる再計算結果

最新のデータに入れ替え

諸経費 30%
うち一般管理費等 約90%

約20％

約80％

間接調査費
費など、業務処理に必要な経費 100%

解析等調査
業務費

一般調査業務による調査資料等にもとづき、
解析、判定、工法選定等高度な技術力を要
する業務を実施する費用

70%

【表 】 デ タによる再計算結果（諸経費）

90%

75%

【表－２】Ｈ２０データによる再計算結果

積算項目
諸経費に

占める割合
調査基準

価格の割合

うち間接測量費 約30％
約90％

約

積算項目
諸経費に

占める割合（旧）

調査基準
価格の割合

（旧）

うち間接
測量費 約10％

【表－４】Ｈ２０データによる再計算結果（諸経費）

諸経費に
占める割合（新）

調査基準
価格の割合

（新）

約30％
約90％

諸経費 40%
約10％

うち一般管理費等 約70％
約30％

約70％

諸
経
費

測量費 約10％

30%
うち一般
管理費等 約90％

約30％

約70％
※調査基準価格の割合は、諸経費の全体に対する黄色セルの項目の割合として算出

約30％

40%
約10％

約70％
約30％

約70％
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調査基準価格の見直し（新旧対照）

土木関係建設コンサルタント業務 調査基準価格の割合（新） 調査基準価格の割合（旧） 設定の範囲

直接人件費 100% 100%

６０～８０％直接経費 100% 100% ６０～８０％
（改定なし）

直接経費 100% 100%

技術経費 60% 50%

諸経費 60% 50%

測量業務 調査基準価格の割合（新） 調査基準価格の割合（旧） 設定の範囲

直接測量費 100% 100%直接測量費 100% 100%
６０～８０％
（改定なし）

測量調査費 100% 100%

諸経費 40% 30%

地質調査業務 調査基準価格の割合（新） 調査基準価格の割合（旧） 設定の範囲

直接調査費 100% 100%直接調査費 100% 100%

２／３～８５％
（改定なし）

間接調査費 90% 100%

解析等調査業務費 75% 70%

諸経費 40% 30%
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調査基準価格の見直し（新旧対照）

建築関係建設コンサルタント業務 調査基準価格の割合（新） 調査基準価格の割合（旧） 設定の範囲

直接人件費 100% 100%

６０～８０％特別経費 100% 100% ６０～８０％
（改定なし）

特別経費 100% 100%

技術料等経費 60% 50%

諸経費 60% 50%

補償関係建設コンサルタント業務 調査基準価格の割合（新） 調査基準価格の割合（旧） 設定の範囲

直接人件費 100% 100%直接人件費 100% 100%

６０～８０％
（改定なし）

直接経費 100% 100%

技術経費 60% 50%

諸経費 60% 50%
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チ ク内容 具体的な調査書類と観点（案）

（２）低入札価格調査の厳格化（案）

低
入

① 業務内容に対応した費用が計
上されているか また赤字にな

チェック内容

◎積算内訳書・明細書
 直接人件費 直接経費 技術経費

必

具体的な調査書類と観点（案）

入
札
価
格

上されているか、また赤字になっ
ていないか。

 直接人件費、直接経費、技術経費、
諸経費の内訳が明確か。 要

に
応

格
調
査

見
直
し

じ
て
ヒ
ア

② 担当技術者に適正な報酬が支
払われることになっているか。

◎担当予定技術者名簿、人工内訳書
 担当予定技術者の確定と、当該技術者の

個々の年間給与と比較して、適切な報酬と
なっているか。

に
お
け
る

し
（追
加

ア
リ
ン
グ

 担当予定技術者の手持ち業務量は適切か。

◎照査技術者名簿、人工内訳書
 照査予定技術者（第三者も含む）の確定とる

調
査

加
）

グ
に
よ
る

③ 品質管理体制が確保されてい
るか。

 照査予定技術者（第三者も含む）の確定と、
当該技術者個々の年間給与と比較して、
適切な報酬となっているか。

 照査技術者の手持ち業務量は適切か。査
書
類
の

る
確
認④ 再委託先への支払いは適正か。

◎再委託業務費用内訳書、再委託（予定）
先より業務内容、費用確認書の
 再委託先を確保した業務内容となっているか。
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低入札価格調査項目

「技術提案の確実な履行の確保」の再評価について（案）

審査基準（案） 業務成績評価（案）

◎積算内訳書・明細書
 直接人件費、直接経費、技術経費、

諸経費の内訳が明確か

低入札価格調査項目 審査基準（案）

 直接経費が必要額を確保してい
るか。

 技術経費、諸経費が調査基準価

業務成績評価（案）

諸経費の内訳が明確か。

◎担当予定技術者名簿、人工内訳書
 担当予定技術者の確定と、当該技術者の

個々の年間給与と比較して 適切な報酬と

格の内訳以上を確保しているか。

 担当予定技術者への適切な報酬
の支払いが確保されているか。 「業務執行上の過失 【 3点】個々の年間給与と比較して、適切な報酬と

なっているか。
 担当予定技術者の手持ち業務量は適切か。

の支払いが確保されているか。
 担当予定技術者の人工が適正で

あるか。（標準案を基準として評価）

「業務執行上の過失」【-3点】
・業務実施体制に問題があった。

その他、「工程管理能力」や
◎照査技術者名簿、人工内訳書
 照査予定技術者（第三者も含む）の確定と、

当該技術者個々の年間給与と比較して、
適切な報酬となっているか。

 照査技術者への適切な報酬の
支払いが確保されているか。

 照査技術者の人工が適正か。
（標準案を基準として評価）

その他、 工程管理能力」や
「成果品の品質」等において
厳格に反映【最大-3点】

適切な報酬とな て るか。
 照査技術者の手持ち業務量は適切か。

◎再委託業務費用内訳書、再委託（予定）
先より業務内容、費用確認書

（標準案を基準として評価）

 再委託業務内容を再委託先が
確認しているか先より業務内容、費用確認書

 再委託先を確保した業務内容となっているか。
確認しているか。

【評価方法】【評価方法】

 技術評価点の内訳として「技術提案の確実な履行の確保」を評価項目に追加して、厳格に評価する。
 評価のウエイト、評価方法等については、平成２０年度結果をシミュレーション等を行った上で検討する。
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